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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第95期 

第１四半期連結 
累計期間 

第96期 
第１四半期連結 

累計期間 
第95期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 4,849 5,106 19,664 

経常利益 （百万円） 497 409 1,539 

四半期（当期）純利益 （百万円） 341 273 880 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 397 444 1,021 

純資産額 （百万円） 23,887 24,794 24,452 

総資産額 （百万円） 32,960 34,381 33,982 

１株当たり四半期（当期）純利

益 
（円） 7.65 6.13 19.73 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 65.4 65.3 65.0 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州景気の動向及び新興国景気の減速への警戒感や、消費税

率引き上げに伴う消費停滞や円安定着による輸入諸資材価格の高騰がみられるものの、政府の推し進める経済、財

政政策による株価回復の動きや円安基調の持続が、輸出企業を中心とした企業収益の改善を下支えしたこともあ

り、引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような環境のもと、当社グループは品質第一の考えのもとで売上増強と収益向上に全力で取り組んでまいり 

ました。基幹製品の販売拡大や新商品の販売に地道に取り組むとともに、コスト削減等、経営の合理化も進めてま

いりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間においては、次の通りの経営成績となりました。

売上高は51億6百万円（前年同期比5.3％増）、利益面では、営業利益は3億74百万円（前年同期比40.7％増）、経

常利益は4億9百万円（前年同期比17.8％減）、四半期純利益は2億73百万円（前年同期比19.9％減）となりました。

セグメントの業績は、次の通りであります。

①日本

国内の売上高は35億15百万円（前年同期比1.1％増）となりました。また、営業利益は3億18百万円（前年同期比

34.2％増）となりました。

②北米

北米の売上高は6億45百万円（前年同期比17.0％増）となりました。また、営業損益は11百万円の損失（前年同期

は12百万円の損失）となりました。

③ヨーロッパ

ヨーロッパの売上高は6億45百万円（前年同期比28.8％増）となりました。また、営業利益は65百万円（前年同期

比48.0％増）となりました。

④アジア

アジアの売上高は1億67百万円（前年同期比19.0％増）となりました。また、営業利益は38百万円（前年同期比

40.6％増）となりました。

⑤その他

その他の売上高は1億33百万円（前年同期比25.0％減）となりました。また、営業利益は30百万円（前年同期比

22.8％減）となりました。
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(2)財政状態 

（流動資産） 

流動資産の残高は前連結会計年度末に比べ、2億9百万円増加し、193億28百万円となりました。その主な要因は受

取手形及び売掛金の増加（2億3百万円）によるものであります。 

（固定資産） 

固定資産の残高は前連結会計年度末に比べ、1億89百万円増加し、150億53百万円となりました。その主な要因

は、投資有価証券の増加（2億51百万円）によるものであります。 

（負債） 

負債の残高は前連結会計年度末に比べ、57百万円増加し、95億87百万円となりました。その主な要因は、賞与引

当金の増加（1億86百万円）、退職給付に係る負債の増加（98百万円）及び未払法人税等の減少（2億4百万円）によ

るものであります。 

（純資産） 

純資産の残高は前連結会計年度末に比べ、3億41百万円増加し、247億94百万円となりました。その主な要因は、

その他有価証券評価差額金の増加（1億58百万円）及び利益剰余金の増加（1億78百万円）によるものであります。 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

近時、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意を得ることなく、一方的に

大量の株式の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。これが当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するものであれば、資本市場のルールに則り、かかる買付行為を全て否定するものではありませんが、この

ような株式の大規模買付の中には、その目的等から見て、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの等も少なくありません。当社は当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう恐れ

のある不適切な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者としては適切ではないと考えております。このような者による大規模買付に対しては、当社は必要かつ相当な対

抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 基本方針実現のための取組み

当社は「仕事を通じて世界に喜びと感謝の輪を広げる」ことを社是とし、独創的な技術による新しい価値創造を

通じて社会の発展に貢献していくことを経営の基本理念として、安定的な収益の創出と持続的な発展を目指してき

ました。

その実現のため、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施しつつ、効率性を追求した経営の実現

に取り組んで参りました。また、内部監査体制の整備、コンプライアンス委員会等の設置により、ガバナンス機能

の強化にも意をもちつつ、グループ全体の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保し、または向上させること

を目指して事業展開を行っております。

- 3 -



③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、平成26年５月14日開催の当社取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（以下、

「原方針」といいます。）の継続を決議し、平成26年６月27日開催の当社第95回定時株主総会において、出席株主

の皆様の議決権の過半数のご賛同を得て承認可決頂いております。

原方針では、当社株式の大規模買付行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をされるために必要・十分

な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等により、当社の企業価値ひいては株主

の皆様の共同の利益の確保または向上を目的としています。

原方針は、特定の株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、または結

果として特定の株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社の株式の買付行為またはこれに類するよう

な行為あるいはその提案がなされる場合を適用対象とします。大規模買付ルールにおいては、これらの大規模買付

行為を行う者に対して意向表明書や大規模買付情報等の提出を求めることとし、この大規模買付ルールが遵守され

ない場合、あるいは当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすものであることが明らかな場合に

は、当社取締役会は、独立した第三者機関である特別委員会の助言を受け、また必要に応じて外部専門家等の助言

を得たうえで、株主共同の利益の保護を目的として、新株予約権の無償割当その他法令及び当社定款が取締役会の

権限として認める措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。

④ 上記方針が基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目的

とするものではないこと及びその理由

上記方針の目的は、大規模買付行為が企業価値・株主価値を高めるものであるのか否かの判断を、株主の皆様が

ご判断されるための情報を確実に入手できる手段と判断のための時間を確保することです。最終的な判断は、株主

の皆様にあります。当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすものであることが明らかな場合を除

き、原則としてルールが遵守されている限り当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動するものではありませ

ん。

以上のとおり、上記方針は、企業価値・株主価値の適正な判断に資するものであり、当社の役員の地位の維持を

目的とするものではありません。

原方針の有効期限は、平成29年６月に開催予定の当社第98回定時株主総会の終結時までとされています。なお、

有効期限の満了前であっても、①株主総会において原方針を廃止する旨の決議が行なわれた場合、②取締役会によ

り原方針を廃止する旨の決議がなされた場合には、その時点で廃止されることになります。

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億22百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 181,908,000

計 181,908,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,477,000 45,477,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 45,477,000 45,477,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額 
（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 45,477 － 2,398,000 － 52,454

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    845,000
─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,468,000 44,468 ─

単元未満株式 普通株式    164,000 ─ ─

発行済株式総数 45,477,000 ─ ─

総株主の議決権 ─ 44,468 ─

（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東京窯業株式会社
東京都港区港南二

丁目16番２号
845,000 ― 845,000 1.85

計 ― 845,000 ― 845,000 1.85

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、名古屋監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,312,309 6,314,327 

受取手形及び売掛金 6,563,265 6,766,358 

製品及び外注品 2,810,708 2,773,223 

仕掛品 1,262,780 1,294,997 

原材料及び貯蔵品 1,818,728 1,853,477 

その他 369,751 345,745 

貸倒引当金 △18,383 △19,803 

流動資産合計 19,119,159 19,328,327 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,254,561 2,232,325 

窯炉、機械装置及び運搬具（純額) 1,484,434 1,444,462 

土地 4,794,290 4,794,885 

その他（純額） 244,473 246,179 

有形固定資産合計 8,777,759 8,717,853 

無形固定資産 59,514 61,396 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,781,228 6,033,128 

その他 331,884 323,538 

貸倒引当金 △86,878 △82,528 

投資その他の資産合計 6,026,234 6,274,139 

固定資産合計 14,863,508 15,053,388 

資産合計 33,982,668 34,381,716 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,531,372 1,396,517 

短期借入金 4,344,559 4,341,433 

未払法人税等 390,983 186,843 

賞与引当金 333,391 519,918 

その他 688,020 747,656 

流動負債合計 7,288,328 7,192,369 

固定負債    

繰延税金負債 227,665 287,552 

役員退職慰労引当金 662,428 656,895 

退職給付に係る負債 1,289,009 1,387,994 

その他 62,866 62,898 

固定負債合計 2,241,970 2,395,341 

負債合計 9,530,298 9,587,710 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,398,000 2,398,000 

資本剰余金 2,462,683 2,462,683 

利益剰余金 16,547,996 16,726,913 

自己株式 △162,949 △162,990 

株主資本合計 21,245,731 21,424,606 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 879,414 1,038,318 

繰延ヘッジ損益 1,123 － 

為替換算調整勘定 △37,983 △25,562 

その他の包括利益累計額合計 842,554 1,012,755 

少数株主持分 2,364,084 2,356,642 

純資産合計 24,452,370 24,794,005 

負債純資産合計 33,982,668 34,381,716 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 4,849,245 5,106,991 

売上原価 3,764,272 3,843,703 

売上総利益 1,084,972 1,263,288 

販売費及び一般管理費 818,521 888,489 

営業利益 266,451 374,798 

営業外収益    

受取利息 1,189 1,288 

受取配当金 50,164 53,873 

為替差益 144,042 － 

不動産賃貸料 18,307 19,498 

その他 25,117 17,691 

営業外収益合計 238,822 92,351 

営業外費用    

支払利息 6,879 6,450 

為替差損 － 48,879 

その他 515 2,331 

営業外費用合計 7,395 57,661 

経常利益 497,878 409,488 

特別利益    

固定資産売却益 1,042 744 

ゴルフ会員権売却益 － 8,944 

特別利益合計 1,042 9,688 

特別損失    

固定資産廃棄損 88 754 

特別損失合計 88 754 

税金等調整前四半期純利益 498,833 418,422 

法人税等 133,049 146,591 

少数株主損益調整前四半期純利益 365,783 271,830 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 24,392 △1,740 

四半期純利益 341,391 273,571 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 365,783 271,830 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 34,679 160,133 

繰延ヘッジ損益 △2,812 △1,123 

為替換算調整勘定 △305 14,087 

その他の包括利益合計 31,560 173,097 

四半期包括利益 397,344 444,928 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 375,239 443,773 

少数株主に係る四半期包括利益 22,105 1,155 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に

基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が77,351千円増加し、利益剰余金が50,023

千円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

はそれぞれ2,181千円減少しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入金等の債務に関し次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

（医・社）浩養会 160,390千円 （医・社）浩養会 155,620千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

減価償却費 150,908千円 163,562千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日  至 平成25年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 

定時株主総会
普通株式 44,634 1 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日  至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 44,631 1 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  日本 北米 ヨーロッパ アジア 計 

売上高              

外部顧客への売

上高 
3,478,077 551,642 500,811 141,073 4,671,603 177,641 4,849,245 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

442,192 － 24,975 3,700 470,868 204,760 675,629 

計 3,920,269 551,642 525,787 144,773 5,142,472 382,402 5,524,874 

セグメント利益又

は損失（△） 
237,444 △12,355 44,493 27,354 296,937 39,933 336,871 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連製品、窯業機械

器具、建築、修繕、運輸等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 296,937

「その他」の区分の利益 39,933

セグメント間取引消去 18,823

全社費用（注） △89,243

四半期連結損益計算書の営業利益 266,451

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  日本 北米 ヨーロッパ アジア 計 

売上高              

外部顧客への売

上高 
3,515,400 645,202 645,212 167,910 4,973,724 133,266 5,106,991 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

733,149 3,517 35,258 721 772,646 207,743 980,389 

計 4,248,549 648,719 680,470 168,631 5,746,370 341,009 6,087,380 

セグメント利益又

は損失（△） 
318,681 △11,230 65,851 38,472 411,775 30,823 442,599 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連製品、窯業機械

器具、建築、修繕、運輸等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 411,775

「その他」の区分の利益 30,823

セグメント間取引消去 27,133

全社費用（注） △94,933

四半期連結損益計算書の営業利益 374,798

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益 7円65銭 6円13銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益（千円） 341,391 273,571

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 341,391 273,571

普通株式の期中平均株式数（千株） 44,634 44,631

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月12日

東京窯業株式会社 

取締役会 御中 

 

名古屋監査法人 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 末次 三朗  印 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 今井 清博  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京窯業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京窯業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


